
7

会計プロフェッション
2022 年 3月　第 17 号

逆機能研究：原価企画をめぐる実践と理論の
インターラクションからわかること

加　登　　豊

【キーワード】 原価企画、逆機能、サプライヤーシステム、取引慣行、中間組織

目次

１　はじめに

２　本研究の狙い

３　原価企画の逆機能：先行研究レビュー

（1）逆機能の存在確認が遅れた理由

（2）原価企画逆機能の導出研究

（3）原価企画逆機能の存在の確認検証

４　サプライヤーシステムの構造と逆機能

（1）わが国自動車産業におけるサプライヤーシステムの重要性

（2）サプライヤーシステムの特徴

５　結びにかえて

１　はじめに

　1950 年代に創案されてから、劇的なコスト低減と顧客の望む品質・機能等を備えた新製品

を開発・製造することに貢献する原価企画は、広く製造業で活用されることになった。日本

会計研究学会特別委員会（1996）は、それまでの原価企画をめぐる多様な研究成果を取りま

とめた書籍であり、原価企画の研究に取り組むうえで極めて重要な文献である。その後の原

価企画研究は、欧米での研究（Ansari et al. 1997; Cooper and Slagmulder 1997）、日本企業の原

価企画の海外移転に関する研究（梶田 1994，1995;小林 2018）、日本人研究者が関与した欧

州企業への原価企画導入（伊藤 1999;伊藤 1999;岩淵 1997;岡野 1999;加登 1997, 1999b, 2000;

清水 1999;卜 2003）1）、逆機能をめぐる研究、非製造業での利用をめぐる研究（とりわけ、医

療機関における「診療プロトコル」に関する研究（加登・佐々 2020））、組織コンテクストを

視野に入れた研究など多様な展開を遂げている。しかしながら、今日に至るまでの研究成果
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の全体像を明らかにした研究は存在しない。

　本研究では、原価企画の全体像を明らかにするための一助として、1996 年以降の主要な原

価企画研究の中から、逆機能に言及した原価企画研究に注目し、研究と実践とのインターラ

クションの状況の把握を試みる。研究者は、原価企画を実践している企業から多くを学び、

原価企画実践に関する研究を蓄積してきている。しかし、原価企画の実践企業が、これらの

研究蓄積をどのように活用してきたかを明らかにした研究は存在しない。そこで、傍証的で

はあるが、原価企画実践者による研究を検討したい。

　注目するのは、サプライヤーシステムと原価企画の逆機能である。その理由は、製品原価

の 7割以上がサプライヤーからの買入部品費等で構成されており、原価企画活動の成否は買

入部品費の目標原価の達成できるかどうかが鍵となるからである。ただ、原価企画実践はサ

プライヤーへの過度の負担を生み出しかねない仕組みとなっており、「サプライヤーの疲弊」

という逆機能の表出が懸念されるからである。つまり、原価企画の功罪が象徴的に現れるの

が、サプライヤーシステムなのである。

２　本研究の狙い

　原価企画は、JIT生産システムと品質管理と並んで、わが国製造業、とりわけ自動車産業

に代表される加工組立型産業の製品開発および製品製造を支える根幹的マネジメント・シス

テムとして重要な役割を果たすとともに、国際的競争力の獲得に大きな貢献をしてきた。そ

のこともあって、原価企画の研究は、目標原価の設定や細分割り付け方法などの手法の技術

的なメカニズムの詳細な検討、原価企画を有効に機能させるための構成エレメントやサポー

トシステムの解明、製品開発プロセスに対応させた原価企画活動プロセスの記述、実践事例

の紹介など、原価企画を効果的に機能させることを念頭において進められてきたといえる。

蓄積された膨大な量の文献を包括的にレビューした日本会計研究学会特別委員会（1996）は、

その出版動機を「原価企画活動に関する研究者の現状認識や問題意識を改めて確認するとと

もに、原価企画の本質に接近することを通じて原価企画活動の一層のレベルアップを図るこ

と」（同書，p.2）としている。ただ、同書は同時に、「・・・原価企画活動をよりすぐれたも

のへと展開させるにはいかなる問題が解決されるべきかを提示することに大きなウエイトを

置いた」（同書，p.2）とも述べている。

　原価企画に関して直視しなければならない問題のなかで最大のものは、原価企画の逆機能

である。原価企画の効果は絶大である。しかし、その一方で大きな障害や弊害を生み出して

いる。本稿では、原価企画の逆機能を「有用性とともに不可避的に潜在し、時に顕在化する

弊害」（加登・佐々 2020）と定義する。分析にあたっては、原価企画にかかわる問題を単に

「弊害」とするのではなく、その活用を通じて不可避的に発生し、組織や当該組織と取引関
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係にある企業に浸潤していく「逆機能」としてとらえる。逆機能は、それが顕在化し多くの

人たちが認識できるようになった時点では、適切な対処をすることが困難である。したがっ

て、逆機能の存在を早期に発見することに加えて、原価企画というシステムについて深く理

解し、存在しうる逆機能を類推・推察するというプロアクティブな考察も必要となるのであ

る。

　このような問題意識から、本研究では、原価企画の逆機能について、基本に立ち戻って考

察と検討を行う。具体的には、原価企画の逆機能にはどのようなものがあると指摘されてき

たか、そして、それらが実際に存在することがどのようにして確認されたかを明らかにする。

続いて、製造原価に占める買入部品費等の比率が極めて高いこと、そして、目標原価の達成

にあたって、サプライヤーとの間の組織間関係マネジメントが極めて重要な役割を果たすこ

とから、原価企画の逆機能の中から「サプライヤーの疲弊」に着目し、サプライヤーシステ

ム 2）の仕組みと、その仕組みが「サプライヤーの疲弊」をどのように生み出す可能性がある

かを明らかにする。

　本論文の構成は以下のとおりである。まず、導出された原価企画の逆機能に対して、研究

者および実務家がおこなった研究から、指摘された逆機能が存在することを明らかにした文

献を概観する。続いて、原価企画の逆機能のうち、「サプライヤーの疲弊」に着目し、サプ

ライヤーに疲弊をもたらすサプライヤーシステムのメカニズムを明らかにする。最後に、本

研究の貢献と今後の研究課題を明らかにする。

３　原価企画の逆機能：先行研究レビュー

（1）逆機能の存在確認が遅れた理由

　「あらゆるシステムや組織には、それが本来意図した機能を果たす場合にも、当初はま

ったく予想しなかった欠点や盲点が認識されることがある。このようなものを総称して逆

機能という」（日本会計研究学会特別委員会 1996, p.120）。

　原価企画は、トヨタ自動車において 1959 年に「試作段階にあったパブリカに『1,000 ド

ルカー』という目標販売価格を設定し、企画設計段階で初めて原価検討を試みた」3）（ト

ヨタ自動車株式会社 1987, p.371）のち、1962 年にバリュー・エンジニアリング（Value 

Engineering）を導入し、翌年、原価企画を原価改善、原価維持とともに同社における原価

管理の三本柱の 1つに位置づけたことを起源としている（日本会計研究学会特別委員会

1996, p.1）。その後、原価企画は、多様な発展と手法の洗練がなされたが、原価企画に関す

る逆機能の存在が最初に指摘されたのは 1993 年のことである（加登 1993）。わが国製造業

で原価企画活動が開始されてから 30 年以上も経過後であった。

　なぜ逆機能の存在確認がこれほどまでに遅れたのだろうか。その理由は、原価企画とい



会計プロフェッション　第 17 号

10

う手法とそれを支える思想の革新性と驚異的なコスト低減能力にある。開発する製品に期

待される利益を想定したうえで目標原価の達成を目指すという控除法と呼ばれるアプロ

ーチは、それまでの場当たり的なコスト低減活動の限界を超えた大きな発想転換による体

系的な活動であった。また、目標コストを達成するために、製品開発の源流段階である開

発・設計段階からのコスト低減に取り組むだけでなく、製品ライフサイクル全体を視野に

いれた活動へと大きな展開がみられたのである。さらに、原価企画活動を支える VEやコ

ストテーブルなどが整備されるとともに、開発プロセスをマネジメントするデザインレビ

ュー、コストレビューなどのマイルストーン管理手法も洗練されていくのである。要する

に、すぐれた発想から生まれた原価企画に関して、それをより有効に機能させる数多くの

有望な研究テーマが研究者に与えられたのである。端的に言えば、研究者は原価企画に魅

了され、その実態を記述することやツール類の洗練に目を奪われたのである。

　原価企画に関する総合的で包括的な文献レビューを行った日本会計研究学会特別委員会

（1996, p.2）においても、委員会のミッションを「原価企画活動に関する研究者の現状認識

や問題意識をあらためて確認するともに、原価企画の本質に接近することを通じて原価企

画活動の一層のレベルアップを図ること」としている。

　このような事態は、皮肉なことだが、原価企画が極めて革新的なコストマネジメントで

あるがために生じたといってよい。しかし、30 余年にわたって、原価企画の順機能のみに

考察が集中し、逆機能についての指摘にいたるまでに長期間を要したことの代償は大きい

と思われる。

　以下では、原価企画の逆機能としてどのようなものが指摘されたか、そして、それらは

指摘どおり存在することがどのように確認されたかをみていくことにしよう。なお、検証

にあたっては、既存研究の成果を参照するとともに、主として実務家による研究で逆機能

に関連する記述や発言を丹念に拾い上げるという方法を採用した。

（2）原価企画逆機能の導出研究

　Kato（1993）、Kato et al.（1995）、加登（1993, 1994a, b, c, 1998, 1999a, b）は、製造業の

製品開発プロセスで遭遇する可能性が極めて高い以下の 6つの原価企画の逆機能を指摘し

ている。

・サプライヤーの疲弊

・設計担当者エンジニアの疲弊

・行き過ぎた顧客志向の弊害

・組織内のコンフリクト

・手法依存症候群

・価格決定権の喪失

　上記の逆機能はすべて、原価企画による原価低減や戦略的コストマネジメントの成果を
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産みだすプロセスで、不可避的に生じると予想された 4）。

　製品開発の初期段階から原価低減に取り組むという原価企画の活動は、その取り組みを

通じて大きな成果をもたらした。しかし、原価企画の劇的な成功の裏で、逆機能が大きな

弊害を生み、少なからぬ打撃を企業経営に与えることへの危惧が上述の文献で示唆された

のである。

　以下では、これらの指摘された逆機能のうち、文献でその存在が確認されたものを取り

上げ、どのように存在確認が行われたのかを説明する。

（3）原価企画逆機能の存在の確認検証

　逆機能がどのような形で表出するか、そしてどのようなものがあるかについて、原価企

画の実践についての考察からロジカルに説明されてはいた。しかし、加登による一連の

研究及び伊藤（2001）は、原価企画に逆機能が存在を示唆するにとどまっていた。そこ

で、その後の研究では、逆機能の存在確認・検証を行う研究が実施された。たとえば、吉

田（2003）は、設計担当エンジニアの疲弊が、現実に存在することを実証した研究である。

ただ、このような検討はこれまでのところ限定的なものにとどまっている。そこで、本稿

では実務家による研究を追加的に精査することで、一連の逆機能が存在を検証することに

する。

　以下では、上記の視点から、これまでに存在が予想された原価企画の逆機能の一つ一つ

ついて検討を加える。

ⅰ　サプライヤーの疲弊 5）

　サプライヤーの疲弊は、2つの側面に現れる。一つは、原価企画が目的とするコスト

低減の仕組みに由来するものであり、いまひとつは、自動車メーカーと共同した製品開

発やモノづくりにサプライヤーの経営資源を投入することに関連している。

　短納期、定期的なコスト引き下げ要請メーカーとの共同開発、ゲストエンジニアの派

遣、メーカーの工場の視察と提案に対する対応、メーカー仕様の原価明細書の作成・提

出 6）、複社発注方式、特別採用等の実務により、サプライヤーは多くの経営資源をメー

カー向けに投入する必要がある。加えて、車種別にサプライヤー選定が行われるので、

新車開発のたびごとに競合企業との競争に直面する（加登 1994;堀切 2016）。さらには、

メーカーでは魅力的な車の開発には新技術の導入が必要になるが、それに伴うコスト増

を既存部品のコスト低減でカバーするという実務も存在する（小林 2018, p.22）。また、

小林（2017）には、購買担当者の次のような発言が記載されている。

　「サプライヤーの負担の大きさに気付くのが遅れた事例を後悔。無理を言うことと無
茶を投げつけることとは異なる」（小林 2107, pp.211‒214）
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　「サプライヤーには目標を投げておけば達成するだろう的な感覚は絶対禁忌だが、現
場ではまだ多い」（小林 2107, pp.211‒214）

　また、サプライヤーも、メーカーの提示する価格について、「科学的根拠に基づいて
割り振っているとはとても思えない」（現代経営学研究学会 2004 p.76）と語っている。

　自動車リコール分析を通じて、評価基準の甘さ（部品単体と部品間干渉の評価基準に

関する 2つの甘さ）による設計由来の不具合が生じていることを明らかにしている（近

藤 2007; 吉田・近藤 2008; 吉田 2012）。評価基準の甘さとは、「設計段階で、部品・材料

の強度、耐久・耐熱性、適正性、許容される形状・サイズ・部品間の隙間の範囲などが

適切に設定・測定・評価されないことである」（吉田 2012, pp.77）。サプライヤーは、安

全性や電子化、詳細設計、グリーン調達による環境コストの負担、といった増え続ける

要求事項を達成しながら、コストダウンを実現させなければならない。そのうえに、長

期的な取引継続は確約されていない。このようなプレッシャーによるサプライヤーの疲

弊は計り知れない。その結果、十分に基準を設定、測定、評価することなく開発が進め

られ、評価基準が甘くなってしまった。吉田（2012, p.83）では、「国産車メーカー特有

の仕組みの何らかのほころびがリコールの増加に影響していることは確かであろう」と

述べている。近年、自動車メーカーに部品や資材を提供するサプライヤーで品質不祥事

が頻発している（伊藤 2019;加登・伊藤 2021）が、このことに原価企画という実務が関

係していることは否定できない。

ⅱ　設計担当者エンジニアの疲弊

　吉田（2003）は、実証研究を通じて、設計担当エンジニアが疲弊していることを明ら

かにした。トヨタにおける設定担当エンジニアの業務内容は、堀切（2016）、小林（2017, 

2018）、安達（2014）で説明されているが、その内容は多様であり負荷も高い。また、

設計担当エンジニアは、数多くの会議と会議に先立つ資料作りや調整会議等で忙殺され

ており、本来業務である設計活動にしわ寄せがおよんでいることは明らかである（安達

2014）。

　「従来は、設計室が、「これじゃできません（目標原価の達成は不可能ということ：筆
者加筆）」というと、チーフエンジニアが説得をしていました。「無理だ」って言っても、
「そこを何とか頑張れ」と、こう言うわけですね。それで、チーフエンジニアがいうこ
となので、泣く泣く承知をする。でも、それが設計者の疲弊を生みますし、結果、やは
り達成できなかった、などということも起きます」（小林 2018, p.23）。
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ⅲ　組織内のコンフリクト

　小林（2017）は、トヨタ自動車におけるアンケート調査・インタビュー調査の結果を

記述している。特に注目すべきは、付録として掲載されている「アンケート・インタビ

ューの質問票と回答」である。自由回答欄には、設計担当エンジニアの生の声が記載さ

れている。そこから、チーフエンジニア主導の製品開発に取り組むとともに、機能別組

織の構成員としてマトリクス組織で活動することによって必然的に生じる組織内のコン

フリクトの状況を読み取ることができる 7）。また、小林（2018, p.20）には、設計と調達

はデザインコンペの結果の評価では、一体となって行動してきたが、トップマネジメン

トから「設計と調達の成果の切り分け」要求が出された結果、「関係がぎくしゃくして

しまった」ことが記述されている 8）。また、日産自動車でも、「（原価企画活動の）上流

への主導権移行で組織内コンフリクトも年中発生している（現代経営学研究学会 2004, 

p.77）。

ⅳ　手法依存症候群

　吉田（2012）による自動車リコール分析を通じて、部品間干渉についての評価基準の

甘さを原因とするリコールが、3D‒CADの活用、VEへの過度の依存、そして手法への

依存が生む学習棄却の困難さ等によって生じていることが明らかにされている。例えば、

部品間干渉のマネジメントは、従前では、試作段階から何度も実験・テストを繰り返し、

設計担当エンジニアだけでなく、生産技術者や品質保証部門、部品メーカーの技術者が

協働で問題解決に取り組み、問題を解決する組織能力を有していた。しかし、開発期間

短縮、試作回数の削減、設定担当者の業務軽減等に貢献する 3D‒CADを導入した結果、

組織能力を培う場が失われたのである。部品間干渉のマネジメントの失敗は、手法依存

症候群という逆機能の浸潤によって生じているのである。

　以上の分析から、ほとんどすべての逆機能が実際に存在することが、自動車リコール調

査の結果や実務家による原価企画の研究から裏付けられた。

４　サプライヤーシステムの構造と逆機能

（1）わが国自動車産業におけるサプライヤーシステムの重要性

　製品開発と初期段階から品質や機能、さらにはコストを作りこむ作業はメーカーとサプ

ライヤーの協働によって行われている。自動車メーカーが単独でコントロールできるコス

トは、製造原価のうちの三分の一にすぎない。つまり、自動車メーカーが利益を確保でき

るかどうかは、サプライヤーが鍵を握っている。そこで、自動車メーカーは、サプライヤ

ーに積極的に働きかけ、時間をかけて利益確保をより確実にするためのビジネスシステム
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であるサプライヤーシステムを構築してきた。構築されたサプライヤーシステムを前提と

した業界内での取引は慣行化していく。そして、それが功を奏して世界的な競争力を獲得

できたのである。

　しかし、わが国の自動車産業は、厳しい国際競争に直面している。この競争は、自動車

そのものの競争ではなく、自動車の次世代に主流となる動力源選択と自動運転技術の進展

をめぐるこれまでにないまったく新たなタイプの競争である。この競争に関しては、日本

の自動車メーカーは決して世界のトッププランナーではない。

　成熟したサプライヤーシステムに依拠した取引を今後とも継続することは、自動車産業

全体にとって得策なのだろうか。そもそも、既存のサプライヤーシステムを使用し続ける

ことが現実に可能なのだろうか。自動車の動力源が電気やその他が主要となれば、エンジ

ンという内燃機関に関連した部品を供給してきたサプライヤーは次第に取引量を減少させ

ることになるだろう 9）。一方、新たな企業が、新たな動力源に関する部品の提供や自動運

転技術関連の部品やシステム提供のために新規に参入してくることになる。

　自動運転技術が進展すれば、車の販売台数は減少するのではないかという予想もある。

それが現実になれば、自動車メーカーは利益確保のため、さらなるコスト低減が必要とな

るだろう。その時、現状のサプライヤーシステムを前提としたサプライヤーへの「コスト

低減要請」がなお一層強まる恐れがある。サプライヤーがそれに耐えきることができるか

のだろうか。原価企画の逆機能が表出し、おおきな弊害をもたらす危険はないのだろうか。

この問題を考えるためにも、サプライヤーシステムの構造がいかなるものなのかを明らか

にする必要がある。問題が深刻であることがわかれば、自動車メーカーはサプライヤーシ

ステムの抜本的改革や見直しに取り組むことになるかもしれない。サプライヤーシステム

の変革は、自動車メーカー主導でしか行いえない。理想的には、メーカーとサプライヤー

はイコール・パートナーであるが、現実には、両社間にはパワー関係が存在しているから

である。力を有するものしか、自発的にシステムの変革に着手できないのである。

（2）サプライヤーシステムの特徴

　原価企画の逆機能の存在を指摘した最初の研究（加登，1993）が公表された翌年、加登

（1994c）は、わが国自動車産業のサプライヤーシステムを「競争的共生」と特徴づけ、そ

の仕組みの概要を説明している。「競争的共生」とは、中間組織 10）として特徴を有する自

動車メーカーとサプライヤーの取引関係あるいはビジネスシステムとしての取引慣行を端

的に説明するものであり、「鮮烈な競争が常に維持されながらもメーカーとサプライヤー

が相互に依存しながら成長する様子、あるいはその逆に、共に切磋琢磨する仕組みとして

競争を利用する状況」（加登 1994c, pp.199‒200）のことをいう。注目すべきは、「競争的共

生」というメーカーとサプライヤーとの関係は、サプライヤー側からも肯定的にとらえら

れていたことである。



逆機能研究：原価企画をめぐる実践と理論のインターラクションからわかること

15

　競争的共生を機能させるメカニズムは、下記の 4つから構成されている。

　　　　　　　　１　メーカーの部品発注方式
　　　　　　　　２　取引の長期継続性に関する合意
　　　　　　　　３　取引を失うことへの脅威
　　　　　　　　４　参入退出のバリアー

　しかし、加登（1994c）から 25 年以上を経過した現在、状況は大きく変化している。サ

プライヤー技術の向上などにより特定の部品を設計・製造できる企業は世の中でオンリ

ー・ワンとなってきているため、複社発注方式の採用が困難となり一社発注の部品の比率

は高まっている。また前節で述べたように電気自動車の台頭と自動運転への期待が高まっ

てきているため新規参入企業が増加している一方、内燃機に関する部品や内燃機で生み出

したエネルギーを車輪に伝達する部品（例えば、タイミングベルト）など部品に対する自

動車メーカーからの発注量はコンスタントに減少してきており、これらの部品を担当する

サプライヤーは、自動車産業内で新たな取り組みに成功しない限り中長期的には市場から

の退出を余儀なくされるだろう。しかたがって、参入退出のバリアーは次第に消滅しつつ

あり、取引を失うことは恐れではなく現実となりつつある。

　取引を失うことが現実となれば、サプライヤーは取引の長期継続性を期待することはで

きなくなる。そうなればメーカーとサプライヤー間の情報共有にメリットを見出すことは

できなくなるとともに、「競争的共生」のメカニズムも機能しづらくなる。

　さて、「競争的共生」というサプライヤーシステムの 4つのメカニズムは、以下のよう

な多数のサブシステムで支えられている。「競争的共生」メカニズムが機能不全を起こし

ているにもかかわらず、サブシステムをそのまま維持しつづけるといったいなにが生じる

のだろうか。このこと自体、とても今日深い研究テーマではあるが、まだ十分な解明は試

みられてはいない。現時点では、まず実施しておかなければならないのは、サブシステム

競 争 的 共 生

情　報　共　有

相互侵入
相互信頼

情報拡散
メカニズム

参入退出のバリア

複社発注方式

取引の長期的
継続性に関す
る合意

取引を失うこ
とへの脅威
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の現状を正確に把握することである。把握された現状が、メーカーとサプライヤー間の健

全な企業間関係の維持発展に意味があるといえるのだろうか。これを検討する必要がある。

１　協力会

２　ゲストエンジニア制度

３　定期的（半年ごとの）価格調整

４　特別採用

５　サプライヤーの類別化とランクオーダー間の移動

６　開発初期段階からの関与

７　短い部品開発期間

８　自動車メーカー業務へのサプライヤーの関与

９　部品の供給責任

10　垂直立ち上げ要請

11　関係特殊的設備投資

12　車検制度を活用した純正補修部品の販売

13　OEM部品と補修部品

14　自動車メーカーのサプライヤー指導

15　メーカー書式に基づく各種帳票類

　ここでは、上記の分析を行う足掛かりとして、サプライヤーの負担（持ち出し）には、

どのようなものがあるかを列挙してみよう 11）。

・自社の優秀なエンジニアをゲストエンジニアとして派遣することで、自社内での開発力

が（結果的に）低下する

・自社への自動車メーカーから役員を受け入れることで社内情報の自動車メーカーへの流

出が危惧される

・取引先自動車メーカー向けの関係特殊的設備投資を行う必要がある

・部品の供給責任をメーカーから要請されるため、長期間にわたる金型の保持、部品在庫

の確保、少量の生産注文に応じる体制を維持しなければならない。補修部品の価格は

OEM部品との比較では高めに設定されているが、供給責任を果たすためのコストを考

慮すると、本当に収益に貢献しているかどうかは明らかではない

・高い品質の部品を垂直立ち上げで自動車メーカーに提供することが要請される、また、

特別採用 12）の仕組みからわかるように、要求される品質レベルは極めて高い。

・価格調整（多くの場合は、実質的には原価引き下げ要求となると言われている）への対

応が必要である。

・複社発注方式が採用されている部品に関しては、常に取引を失うことの恐怖にさらされ

ている。
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・長年にわたって構築されてきたサプライヤー関係に関する「協働」の経緯を知らないメ

ーカー購買担当者の横暴ともいえる発言や行動への対応に苦慮しなければならない

・もうほとんど学ぶことがないにもかかわらず、自動車メーカーの指導を慣例的に受け入

れている。

・メーカーごとに異なる書式で見積書や各種情報を提供する必要がある。

　このような負担の見返りとしてサプライヤーが自動車メーカーから受け取るのは、

・自動車メーカーの市場環境の認識、経営戦略やその背後にある情報、先行開発に関わる

情報

・結果としての取引の継続（モデルチェンジまで）

・ゲストエンジニアの給与等の自動車メーカーの一部負担（ただし、現金での受け取りで

はなく、価格調整計算の内訳項目とされる。従って、自動車メーカーからのキャッシュ

アウトフローはない）

・経営指導による業務改善

である。

　加登（1994c）の出版当時でも、自動車メーカーとサプライヤーとの間をつなぐサプラ

イヤーシステムは、崩落寸前でありながら、かろうじて微妙な均衡を保っていた。均衡を

成立させてきたのは、サプライヤーが自動車メーカーとの取引が長期的に継続するという

「期待」があったためだといってよいだろう。それから、25 年以上経過した現時点ではす

でに現実には均衡は崩れており、サプライヤーの負担、それは、当然のことながらサプラ

イヤーの疲弊という犠牲のうえにシステムが稼働している。パワー関係で上位にある自動

車メーカーが、サプライヤーをある場面では市場として取り扱い、別の局面では組織内部

者として対応する自動車メーカーにとって極めて都合の良い中間組織という仕組みが、本

当にこれからも機能するのかどうかについて慎重な検討が必要となるだろう。

　自動車メーカーとの取引が継続するという「期待」が持てなくなりつつある今後を考え

た場合、「サプライヤーの疲弊」という逆機能と深くかかわるサプライヤーシステムにつ

いての理解をさらに深める必要があるだろう。

５　結びにかえて

　本稿では、原価企画の逆機能について、現時点でその検討を行う必要性があることを説明

したのち、研究者による指摘だけにとどまらず、実務においても逆機能の存在が確認されて

いることを明らかにした。加えて、自動車産業のビジネスシステムの根幹を支えているサプ
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ライヤーシステムと関連の深い「サプライヤーの疲弊」に焦点をあてて検討を行った。

　自動車産業の今後を考えると、サプライヤーシステムの役割は極めて重要である。国際競

争力の維持発展のためには、製品やサービスのイノベーションは当然であるが、コスト競争

力の健全な強化も不可欠であり、その両面でサプライヤーシステムが鍵を握るからである。

ただ、わが国の自動車部品取引は、現時点では、サプライヤーの疲弊を蓄積する望ましいと

はいえないサプライヤーシステムとして運営されていることが示唆された。したがって、こ

のテーマについては、さらなる研究の蓄積が必要である。というのも、サプライヤーシステ

ムに関する研究は、中間組織が極めて良好に機能した時代に行われたものであり、その後の

研究蓄積が不十分だからである。

　残された研究課題は数多い。とりわけ重要と思われるのは、逆機能による弊害がどの程度

実務において浸潤しているのか、また、悪影響が存在しているか否かを確認することである。

さらには逆機能が不可避的に潜在する経営実践について問題があるとすれば、それがどれほ

ど深刻なものであるかを明らかにするとともに、問題を克服する方途についても検討する必

要がある 13）。

　付言すると、逆機能はサプライヤーシステムや原価企画にだけ存在するわけではない。し

たがって、逆機能に着目した研究は、産業限定的でない管理会計研究としてさらに行われる

ことが望ましい（加登 2020, 2021）。

注

1）ここでは、当時、フィアット持ち株会社傘下にあったMagneti Marelli社への原価企画導入に関す
る文献を列挙した。なお『国民経済雑誌』179 巻第 2号は夭逝した岩淵吉秀氏の追悼記念号である。
加えて、ドイツにおける導入事例は谷（1996）を参照されたい。日本人研究者が関与したかどうか
は明らかではないが、アメリカにおける導入については、岡野・清水（1997）および岡野（1998）
を参照されたい。日本企業の原価企画の海外移転および欧米企業の原価企画導入全般に関しては、
卜（2003）が参考になる。
2）浅沼（1997）がサプライヤーシステムについての萌芽的でかつ極めて重要な研究である。サプラ
イヤーシステムについては、藤本他（1997）も参照されたい。
3）田中隆（1997）と丸田（2009）は、これを原価企画の起源としている。
4）加えて、伊藤（2001）は安全性の軽視（利益確保のための製品の魅力的価値の追求が、本来機能
である安全や品質の軽視を生む）、環境コスト追加負担の困難性（利益に結びつかない環境コストの
低減への取り組みが不十分となることを回避し、環境コストの負担をサプライヤーに強いる傾向の
存在）、そして、グリーン調達問題（環境配慮への取り組みに熱心で成果をうむサプライヤーとの取
引を優先するが、環境リスクやコストをサプライヤーに転嫁する）という 3つの逆機能について言
及している。原価企画の逆機能については、加藤（2018）も参照されたい。
5）サプライヤーの疲弊に関しては、本節で取り上げた実務家の研究に加えて、経済産業省による「自
動車産業適正取引ガイドライン」が参考になる。ここでは、メーカーへのヒアリング、部品メーカ
ー・素形材メーカーへのアンケート調査に基づき、自動車産業において問題視されやすい具体的行
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為類型（経済産業省 2020, pp.11‒12）を以下のように指摘している。
①補給品の価格決め
②型取引の適正化
③配送費用の負担
④原材料価格等の価格転嫁
⑤一方的な原価低減率の提示
⑥自社努力の適正評価
⑦不利な取引条件の押しつけ
⑧取引条件の変更
⑨受領拒否・研修遅延
⑩長期手形の交付・有償支給原材料の早期決済
⑪金型図面及び技術ノウハウ等の流出
⑫消費税の転嫁
　これらのすべてが原価企画の逆機能に関連するとはいえないが、サプライヤーの疲弊につながる
ものであるといえる。もっとも、このガイドラインでは、これらの行為については、自動車メーカ
ーとサプライヤーの間の認識格差であるとしており、問題が実在するかどうかの判断を留保してい
る。
6）メーカーは根拠のないコスト引き下げをサプライヤーに要求するわけではない。トヨタは商品別
原価の把握やサプライヤーに提出をもとめる「原価明細書」を通じて外注品の原価推定のみならず、
企業の技術水準や工程まで読み取れるとしている（堀切 2016, p.4, p.48）。自動車メーカーのこのよ
うな資料要求は、サプライヤーが対応できるコスト引き下げ余地を探ることを意味しているという
点で経営倫理的に問題があるとも考えられる。
7）「部品別目標原価の達成に対する厳しい管理が、他部署との関連性を損なう原因になることがあり
ますか」という質問に関する自由回答の一例を以下に示す。もちろん、関係性には影響を与えない
という回答も数多く存在する。これらの発言の一部は、サプライヤーの疲弊の存在も明らかにして
いる。「お互いの部署が目標達成のための手段を考え相反することがあるので特に、設計と生技（生
産技術）は意見が食い違うことが多く、議論白熱。」「理不尽な目標だと、サプライヤーは達成でき
ないと言い、調達もこんな額では買えないという。」（小林 2107, pp.211‒214）
8）トヨタでは、このコンフリクトを解消するために切り分け方式が放棄された。
9）しかし、自動車メーカーは、自社で製造した自動車が世の中に存在する限り補修に必要な部品を
提供する供給責任を有する。そのため、内燃機関関連の部品の新規開発の必要がなくなったサプラ
イヤーであっても、補修部品の提供を自動車メーカーから要請されることになる。自動車メーカー
は、サプライヤーに「供給責任」があると主張し、サプライヤーも責任があると認識している。し
かし、本来は、供給責任を持つのは自動車メーカーであってサプライヤーではない。必要な部品を
調達するために、自動車メーカーはサプライヤーにそれを依頼する必要はあるが、そのことは、サ
プライヤーが特定の部品を供給する責任を有することと同義ではない。
10）中間組織に関しては、今井他（1983）および浅沼（1997）を参照されたい。
11）ここでの記述は、複数のサプライヤーに対するヒアリングから確認された事実に基づいている。
ただ、守秘義務の関係から、企業名およびヒアリング対象者の役職・氏名は公表できない。
12）特別採用の仕組みが、品質不祥事を生むことに関連していることは、神戸製鋼およびグループ関
連企業における複数事業所で生じた検査データの改ざん・捏造問題からも明らかである。詳細は、
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汪（2020）、株式会社神戸製鋼所 2018「当社グループにおける品質不適切処理に関する報告書」、お
よび https://www.kobelco.co.jp/progress/report.htmlを参照のこと。

13）とりわけ深刻な問題は、納期厳守・メーカーが要請する納入価格の達成などが引き起こしている
と指摘されている品質不祥事（データの改ざん・捏造、規定されている方法とは異なる品質検査、
無資格者による検査、品質検査の未実施など）が組織横断的に観察されることである。日本企業の
高品質神話は、すでに崩れ去っているのかもしれない。この点に関しては、伊藤（2020）および加
登・伊藤（2021）を参照されたい。
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